


























































































































































































































































































































































































































































































































































































272 早稲田教育評論　第 26 巻第１号
それでいて、このケースについては、あそこが担当できるはずだなどと考え打診してみるがうま
くいかないなどということもあります。そういったことも、「少年サポートチーム」での会議で、
話し合うことによって、各機関のできることできないこと、できないわけではないが難しいこと、
場合によってはできることなどが相互に理解できるようになるでしょう。」と記載されている。注
31のシンポジウムにおける龍島秀広氏の報告及び龍島秀広・梶裕二「非行における臨床心理的地
域援助－関係機関の連携方策について－」臨床心理学（金剛出版）２巻２号（2002年）参照。
おわりに
　筆者は、２県において警察本部長を務めたが、県議会本会議場では教育長と自分だけが知事以
外で答弁をする立場にあった。警察と教育とが、知事の指揮命令下にないことの反映である。二
つの行政分野は、いずれも国民に最も身近なものであるが、明治初期に国家の近代化の基礎とし
て構築され、戦後の制度改革で地方分権の対象となり、政治的中立のために委員会の下に置かれ
ることになった。また、警察官と教員とは、戦前期には一般の官吏より低い処遇の対象であった
が、今日ではいずれも行政職を上回る給与を支給されている。警察共済組合、公立学校共済組合
という独自の組合の構成員でもある。警察官と教員とは、仕事の内容は大きく異なるが、過剰な
程に聖職者的なものが求められ、違法事案を犯した場合に他の公務員以上に厳しい批判の対象と
なる。
　その意味で、警察官と教員とは、案外に似た存在であるのかもしれない。そして何よりも、少
年問題を担当する警察官は、教員と同じく、その少年の健全育成を願って仕事に当たっている。
そのような共通性を前提とした上で、警察官の場合の犯罪捜査という仕事の特殊性による行動の
特異さを、相互に理解し、適切な連携が進むことを期待したい。本報告がその一助になれば幸い
である。
　なお、本稿は独立行政法人科学技術振興機構（JST）の社会技術開発センターの研究開発プロ
ジェクトである「子どもを犯罪から守るための多機関連携モデルの提唱」における研究成果を踏
まえたものである。
